
●令和６年度当初の値 ●令和６年度のケアプラン総数
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自己
評価

前年度の反省を踏まえた当該年
度の目標

２月に介護予防教室を
開催予定であり、予定
通りに計画値を通りに
実施できています。
認知症に関するテーマ
で次年度を予定されて
おり、認知症地域支援
推進員を中心に教室内
容を検討いただきた
い。
フレイル予防について
は市の一体的事業とも
連携し、今後も周知し
ていただきたい。ま
た、地域課題でもある
認知症に関する取組
を、圏域の医療機関と
の連携なども検討しな
がら、効果的に行って
いただきたい。

今年度はフレイル予
防、健康づくりに重き
を置き、各自治会館や
公共施設をお借りし開
催している。次年度に
ついては地域の声をも
とにニーズに合ったも
のを、また認知症高齢
者の増加という課題を
踏まえて。認知症の早
期発見とMCIの知識の
普及、啓発に力を入れ
た内容を検討してい
る。
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・これまでも住民に近
い場所での教室開催を
掲げて実現しており、
上半期も着実に開催し
ておられる。
・生活支援コーディ
ネーターも積極的に活
動され、包括支援セン
ターとの連携も密に行
われており、今後の活
動にとても期待をして
いる。
・ＭＣＩの発掘のた
め、他圏域と連携した
教室開催など、新たな
取組みや、市民の興味
をひくような内容の教
室など、今後も取り組
んでいただきたい。

・介護予防教室は各地
域、住民が歩いて行け
る場所で開催してい
る。内容については地
域の課題に即した内容
であるとともに、住民
のニーズに応え、参加
してみたいと思える、
活動につながる内容の
工夫も必要であり、担
当の生活支援コーディ
ネーターが各通いの場
を定期訪問し、参加者
の率直な意見を聞き取
り、報告いただいたこ
とを活かしたものとし
たい。

地
域

ケ
ア
会
議

個別地域ケア会議　延べ件数（実件数）

個別地域ケア会議について
は多職種、時には住民の参
加により、地域で解決する
問題として取り組む。また
住民が地域の実情を知り、
地域について考える機会と
なるよう地域にアウトリー
チし圏域ケア会議を開催す
る。

包
括
的
継
続
的

ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
業
務

介
護
予
防

把
握
事
業

介護予防教室

介護予防教室については、
住民が歩いて行ける場所に
こだわり、身近な自治会
館、集会所、地域の金融機
関等で各地域に偏ることな
く開催する。コロナ過から
の課題であるフレイルの原
因とその対処法等、効果的
で、かつ住民のニーズに
合った内容とする。出前講座

介護予防教室・出前講座以外の普及啓発活動

うち、他圏域との合同開催数

120

介
護
予
防

普
及
啓
発
事
業

うち、他圏域との合同開催数

うち、他圏域との合同開催数
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1

チェックリストにより
事業対象者の該当した
方に対して、総合事業
につなげる必要がある
のかをスクリーニング
し、来年度はその部分
を強化いただきたい。

上記のうち総合事業につなげた件数

圏域ケア会議では、地
域の特性等を知っても
らい、参加者自らが何
らかの取組を始める
きっかけづくりとして
いる。

圏域地域ケア会議

うち、他圏域との合同開催数

うち、他圏域との合同開催数

元気はつらつ教室利用者数
（委託）

・認知症高齢者の増加
は圏域課題の一つであ
る。認知症に起因する
住民間トラブルの増加
もあり、事例検討会で
は意思決定支援のプロ
セスを学んだうえで昨
年度取り上げた事例を
再検討した。
・はつらつ教室件数は
目標に及ばなかった
が、受託事業所の体制
等もありスピーディに
利用できなかったこと
を勘案し評価した。次
年度も地域住民とその
家族には元気になるた
めのツールとして事業
の周知を進める。

個別地域ケア会議は虐
待、消費者被害等権利
擁護に関するもので
あった。圏域ケア会議
は東小校区にて、共に
地域づくりを協働する
機関として圏域内ケア
マネジャー、民生委員
の参加により開催し
た。

介護予防教室や各通い
の場に出向きチェック
リストを実施、記入者
にはセルフケアの意識
付けとなるよう、また
必要あればはつらつ教
室をはじめ支援介入の
ツールとして活用し
た。

・意思決定支援につい
ては、本市でも課題が
多く、引き続き高齢者
の権利擁護の視点から
も検討をお願いした
い。
・はつらつ教室につい
ては、受け皿の問題も
あるが、市民への周知
啓発も課題となってい
るため、市と協働して
市民やケアマネジャー
への周知啓発などを
行っていただきたい。

・各校区など住民に近
いところで会議を開催
されたり、地域活動の
要である民生委員との
連携など今後の活動に
おいて、保険者として
も重要と考えているた
め、今後も引き続き注
力お願いしたい。

基本チェックリスト実施件数

他機関、地域等からの情報
提供や相談業務、介護予防
教室で基本チェックリスト
を実施し、その心身と生活
の状況から、必要時は早期
介入を行い、フレイル予防
の啓発を行う。

圏域ケア会議は秋頃に
予定。過去のデータに
基づく地域の課題と、
包括の日常の相談内容
から浮かぶ地域課題を
伝えることで、地域の
ために活動されている
民生委員とのつながり
を強化することも目的
としている。

介護予防教室等で
チェックリストを実
施、記入者には強みを
評価した上で取り組む
事があれば助言してい
る。後期もはつらつ教
室をはじめ介入がが必
要な方には一つのツー
ルとして活用する。

今年度目標に対して、
上半期の数が少ないよ
うですので、下半期に
も教室などの機会を用
いてチェックリストを
実施し、フレイルの方
の把握などに活用して
いただきたい。

3

3

当該年度活動実績に対する
市の講評

事例検討会

・居宅介護支援事業所に事
例検討会、及び勉強会を開
催し、介護支援専門員の抱
える課題の解決を目指す。
研修会については、介護支
援専門員のニーズに合った
内容を全包括が協働し開催
する。
・居宅介護支援事業所、
サービス事業所等機関と自
立支援についての認識にま
だ差異があると思われる。
リハビリ専門職と協働する
ことにより、高齢者の状態
に即したケアマネジメント
が実施できるよう支援す
る。

・元気はつらつ教室に
対するCMの周知に関し
ては、数十人の利用者
を送り込んでおられる
ので、対象となるケー
ス、必要な支援内容や
教室参加前後の変化等
を含めて圏域内での研
修会の開催等を次年度
は検討いただきたい。
・高齢者数の多い圏域
であるため、複合的な
課題をもつ高齢者も多
い中、地域課題に即し
た事例検討や研修を
行っていることは評価
できる。

研修会（法定外研修含む）

ネットワーク会議（圏域地域ケア会議以外の
医療・関係機関等との意見交換の場など））

当該年度実績

元気はつらつ教室利用者数
（直持ち）

元気はつらつ教室終了後ケアマネジメントB
算定件数（３か月後／６か月後）

当該年度活動内容のまとめ
と課題

1

2

上半期の活動内容のまとめ
と課題

・事例検討会では地域
課題と言える（認知
症、独居等）昨年度検
討した事例を意思決定
支援の考え方、プロセ
スを学び（大阪弁護士
会から派遣）、意思決
定支援の視点で再検討
した。
・はつらつ教室につい
ては、リハ職同行訪問
の結果、緩和型サービ
スの利用につながる
ケースが多く見られ
る。本人の意向もある
が、その家族に事業に
対して理解を得ること
が難しい。広く住民に
周知されていない（効
果等含めて）ことも課
題である。

上半期実績 上半期実績に対する市の講
評

門真市第5地域包括支援センター活動計画書、活動報告書（令和６年度版）                                       

圏域内の居宅介護支援事業所数 基準月 直持ちプラン件数 委託プラン件数ケアプラン作成数 委託率（％）

事業の内容
門真市目標値 前年度実績 活動計画

主任介護支援専門員の人数 令和６年3月 22 293315

介護支援専門員の数 令和７年3月 29 312341

93.0%

資料4ｰ⑤

元気はつらつ教室の空きがないため、すぐの利用に繋げられない。
ケアマネへの事業周知が不足していることもあり、課題を感じている。
ケアマネからは元気はつらつ教室の内容や手続き等の説明をしているが、元気はつらつ
教室の利用しなかった。
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0 0 0 0
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0 0 0 0
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認知症カフェで担い手
になりうる方はおられ
るが、消極的なため、
サポートをしている状
況にある。少しずつ住
民が主導できるように
養成をしてください。

認知症地域支援推進員
を中心として、認知症
ステップアップ講座か
ら認知症カフェの担い
手やチームオレンジの
活動へ繋ぐなど、今後
他圏域の推進員とも情
報共有などしながら進
めていただきたい。

介
護
予
防
拠
点
の

開
発

1 5

認知症カフェの参加者
が担い手として活動で
きるように支援をして
いただきたい。
認知症地域推進員同士
の交流を引き続き行っ
ていただきたい。
認知症初期集中支援
チームの活動の中に
は、認知症に関する周
知啓発も含まれるた
め、来年度以降はケア
パスなどを用いて引き
続き周知を行っていた
だきたい。

参加者が減少した通い
の場に参加を募る周知
活動意をすることで、
多くの方が参加するよ
うになった。第２層SC
と連携し、各通いの場
の課題等を把握し、支
援をしていただきた
い。
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新規に２か所立ち上
がった通いの場はいづ
れも住民発信であっ
た。包括が戦略的に通
いの場の空白地域への
アプローチを続けた結
果である。引き続き、
空白地域のアプローチ
を続けていただきた
い。
ご指摘の自治会離れに
ついては全国的な課題
となっているため、自
治会によらない介護予
防の形も少しずつご検
討いただきたい。

圏域内自治会館の活性化を
目指し、自治会関係者との
つながりをつくり新たな自
治会館での通いの場の開
設、介護予防活動の拠点づ
くりに生活支援コーディ
ネーターに協力いただき取
り組む。

認知症サポーターステップアップ講座

うち、他圏域との合同開催数

ボランティア等養成及び活動支援

うち、他圏域との合同開催数

1

ボランティア等養成及び活動支援

うち、他圏域との合同開催数

地域包括支援センターが関わりのある通いの
場の数と参加者数

年度内に立ち上げた通いの場数と参加者数

認知症初期集中支援チーム発
動件数

認知症カフェ（立上及び開催支援）

1 10

1

うち、他圏域との合同開催数

うち、他圏域との合同開催数

2 10

・生活支援コーディ
ネーターと連携して、
新たな通いの場の創設
や、既存の通いの場へ
の支援など積極的に
行っており、上半期で
今年度の目標を達成さ
れ、評価できる。
・リーダーの成りて不
足など、さまざまな問
題はあると思うが、生
活支援コーディネー
ターや、民生委員など
との連携を引き続きお
願いしたい。

計画的に各通いの場に
リハビリ専門職には体
力測定で住民と直接関
わり、助言いただい
た。参加者の減少で休
止の危機にある通いの
場、コロナで中断した
ままの通いの場に対し
て集客のためのビラ配
布、介護予防教室等を
開催し後方支援を行っ
ている。通いの場の継
続のため住民が能動的
に活動できるよう支
援、取り組みを次年度
も続ける。

コロナの影響で休眠し
ている通いの場がある
ため、再開への支援を
予定されている。ま
た、空白地域への積極
的な働きかけも予定さ
れており、戦略的に取
り組まれており、評価
できます。

新規に２カ所の通いの
場が立ち上がった。い
ずれも住民自身が地域
の高齢化や住民の自治
会離れ、住民活動の拠
点である自治会館が活
用されていないことを
危惧し、住民からの発
信により実現したもの
である。

・認知症初期集中支援事業
を地域に周知する。総合相
談支援業務の中で包括内で
対象者の把握と検討を行
い、早期に医療、必要な
サービスにつながるよう支
援チームの発動に関わる。
・圏域内に立がりつつある
認知症カフェの開催支援を
行い、住民がボランティア
として活動を継続できるよ
うにする。

相談業務の中で対象者
の検討はするも初期集
中支援の発動には至っ
ていない。次年度は認
知症ケアパスの完成を
期待し住民へ課題であ
る事業の周知を引き続
き行う。
認知症カフェは回を重
ねるごとに参加者（住
民）の中に事業の意義
と必要性を理解下さる
方もあり、今後担い手
としての活動を期待し
たい。

休
日
の

対
面
相
談

夜間・休日に対面して相談対応した件数（計
画の記載は不要）

・れんかファームでの
家族支援や地域との繋
がりづくりなど、今後
も継続して実施をお願
いしたい。
・認知症サポーター養
成講座参加者のうち、
ステップアップ受講希
望者も一定数存在する
ため、サポーター養成
講座と認知症ステップ
アップ講座の開催時期
の検討など効果的な実
施方法についても検討
いただきたい。

・れんかファームは認
知症当事者、家族介護
者、地域住民とが畑作
業を通して交わる場で
ある。今夏も大学生ボ
ランティアの参加があ
り、若い世代への啓発
の機会ともなった。
・第４包括と合同で見
守り教室を開催、今後
包括それぞれの強みを
活かし、合同開催をメ
リットあるものした
い。

・既存の通いの場に
は、体操がより効果的
になるよう体力測定時
にリハ職に助言や指導
をいただくことでモチ
ベーションアップを図
り、他運動の情報提供
を行っている。
・通いの場に新たな参
加者を増やすため介護
予防教室を開催してい
る。包括職員、生活支
援コーディネーターが
各通いの場を訪問し、
体操の助言や介護保険
等の情報の提供を行
い、リーダーや参加者
との関わりを続けてい
る。

生活支援コーディネー
ターの協力があり、地
域住民の自治会離れと
高齢化を危惧した自治
会長に通いの場の必要
性を理解いただき、通
いの場が立ち上がっ
た。後期も重点地区を
定めて取り組んでい
く。

・認知症について不安
を口にする住民は多い
がオレンジチーム等の
事業が認知されていな
いことは課題であり、
介護予防教室等で周知
を行う。併せて相談業
務の中で対象者を把握
し発動相談につなげて
いく。
・ようやく認知症カ
フェが立ち上がり、開
催支援を行っているが
住民主導の活動には時
間を要すると思われ
る。

・介護者の心身のリフ
レッシュを目的に教室
を実施。サポーター焼
成講座は非活動のメイ
トに声をかけ準備を進
めたが実現には至って
いない。
・計上は上記枠組みで
あるが、認知症等家族
介護者の支援と地域住
民の認知症の理解のた
めのれんかファームの
活動は継続している。

・既存の通いの場にリハビ
リ専門職の関与と体力測定
を実施する。昨年度からリ
ハ職と協働し、他運動の情
報提供を行ったが今年度も
継続し参加者のモチベー
ションを維持する。
・リーダー不足、後継者不
足の問題には、介護予防教
室等を開催し新たな住民の
参加を増やして住民自らが
健康づくりを行う場として
活性化させること、他地域
のリーダー同士の交流会等
を開催し後方支援を行う。

通いの場への専門職（リハ職等）派遣（派遣
回数と通いの場の人数）

任
意
事
業

出前講座等を含めた普及啓発（家族介護教
室）

認知症見守り教室

出前講座等を含めた普及啓発（認知症見守り
教室）
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認知症サポーター養成講座(ジュニア)

家族介護教室

認知症サポーター養成講座(一般)

認知症カフェ後の交流
会では、家族の介護を
している参加者が多
く、家族介護者が交流
できる場の必要性を耳
にされているので、次
年度は家族介護交流会
の立ち上げに向けた検
討を行っていただきた
い。
こどもから高齢者まで
幅広い年齢への関わり
によって、どなたに
とっても暮らしやすい
地域への取組もされて
おり評価できる。

2

介護者家族交流会(立上及び開
催支援）

介護者家族健康相談

2 10

地
域
介
護
予
防
活
動

支
援
事
業

通いの場の開催支援

認
知
症
総
合
支
援
事
業

・介護する家族の精神的支
援と技術的な支援となる内
容の教室を開催し、介護す
る者同士が交流する機会を
つくる。
・認知症本人とその家族が
畑作業を通して地域住民と
交わるれんかファームの活
動を継続し、認知症の方を
介護する家族の支援と地域
の見守り体制を構築する。

認知症初期集中支援チームの発動に向けた検討をした
ケースがあったが、包括内で解決につながったため、
発動に至らなかった。

認知症カフェに参加している地域住民とのミーティングの中
で介護の話なども出てきており、交流会のような場になって
いる。


